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に大規模崩壊地等の緊急的なSAR画像判読を行って

きた。2019年10月の台風19号による豪雨災害（図-

2）や6月の山形県沖地震等の直後には、ヘリ等によ

る現地調査に先立ち、衛星SAR画像による崩壊地判

読を行った。その結果を本省、地方整備局に提供す

ることで災害対応に活用された。 

また、今後さらなる活用が想定される地方整備局

の防災担当者に対して、SAR画像判読を実施できる

よう全国で研修等を行い、システムの活用・操作方

法を習得してもらうとともに、研修等で実際に判読

を行うことで操作性や実効性等についての改善意見

の収集等を行った。また、JAXA（宇宙航空研究開発

機構）との共同研究を実施することで、緊急時に

SAR画像等の提供を効率的に行うための検討や共同での

SAR画像判読及び結果の確認等を行った。その成果と

して、SAR画像による崩壊地等の判読のための技術

的な知見をまとめた国総研資料の作成を行った2)。 

このように衛星SAR画像を活用した緊急時におけ

る効果的な災害把握に向けた取り組みを進めている。

４．CCTVカメラの試験運用状況 

国土交通省がインフラ管理のため全国に設置して

いるCCTVカメラの映像は、発災直後の被害把握にも

活用されている。しかし、被害状況を把握するため

にはカメラを１台ずつ手動で操作する必要があり、

時間を要する。そこで、地震発生直後に(a)カメラを

自動旋回させパノラマ画像を作成する機能、(b)膨大

な画像情報から被害の有無を自動で判定するための

機能を実装したシステムの開発に取り組んでおり、

今年度は試験運用と来年度の実運用に向けた開発を

実施している。 

(1)パノラマ画像を作成するシステムの試験運用 

情報分析・意思決定支援システムは、地震発生時

に市町村毎に震度を整理している。震度４以上の揺

れを受けた市区町村に設置されているCCTVカメラを

抽出し自動的にパノラマ画像を作成するシステムを

試験運用している。今年度4月から2020年2月までに、

パノラマ作成対象のCCTVカメラで震度4以上が観測

された地震が3回発生しており、それぞれパノラマ画

像が作成されている。例として、2019年12月14日10

時38分に茨城県北部で地震が発生した際のパノラマ

画像を図-3に示す。 

(2)実運用に向けた開発 

 実運用に向けて、パノラマ作成対象カメラの追加、

ハードウェア増強、ログ管理機能強化、メール配信

機能追加等の対応をした実運用システムを開発中で

ある。8地方整備局のカメラを対象に2020年度から運

用を開始する予定である。 

 また、AIを用いた被害画像検出の精度向上の研究

を引き続き実施している。 

５．おわりに 

防災・減災研究推進本部では、本編で紹介した技

術の一層の普及、改善を図っているところである。 

☞詳細情報はこちら 

1)情報分析・意思決定支援システム 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jdr/14/2/

14_333/_article/-char/ja 

2) 国総研資料 No.1110 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1

110.htm 

図-3 パノラマ画像（例） 

図-3 SAR画像判読での土砂災害把握事例 

（2019年10月台風19号等（山梨県早川町）） 

SAR画像（赤：崩壊箇所の可能性
青：堆積箇所の可能性）
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研究動向・成果 
 

下水道管路を対象とした 

総合マネジメントに関する研究 

 
(研究期間：平成30年度～) 

下水道研究部 下水道研究室    岡安 祐司     川島 弘靖         原口 翼 

（キーワード）  下水道管路、マネジメントサイクル、点検調査 

 

１．はじめに 

我が国の下水道管路の総延長は約47万kmと膨大で

あり、管路の老朽化等に起因する道路陥没も年間約

3,000件発生している。事業主体である地方公共団体

の職員や予算も限られる中、管路の点検調査の一層

の効率化と蓄積された維持管理情報等の活用による

管路管理に係るコストの最適化により、適切な管路

マネジメントサイクルを構築する必要がある。 

本研究では、布設環境や管種などの条件に応じた

点検調査技術の選定手法を開発することで、効率的

な点検調査を推進し、管路システムの持続的な機能

確保及びコスト最適化を図ることを目的としている。 

２．管路閉塞の発生傾向に関する調査 

点検調査計画を検討する際、管路の条件毎の道路

陥没や管路閉塞等のリスクの発生傾向を考慮し、点

検調査の優先順位や点検調査方法を設定することが

有効である。既往の研究では、道路陥没の発生傾向

について整理しているが、それ以外のリスクの発生

傾向については報告が少ないため、今回は管路閉塞

に着目し、地方公共団体へのアンケート調査を行い、

その発生傾向を整理した。 

 アンケート調査は、2015～2017年度内に発生した

管路の異常に伴う管路閉塞（雨天時の流下能力不足

による逆流や浸水、マンホールポンプの故障による

管路閉塞は調査対象外）について調査し、計111団体

から約9,000件の回答を得た。 

 管種別の発生件数は、本管、人孔、本管と人孔の

接続部の本管関連ではコンクリート管（HP管）と塩

ビ管（VU管）、取付管、公共桝、取付管と公共桝の

接続部の取付管関連では陶管（CP管）とVU管での発

生件数が多かった。なお、発生原因は、本管関連は

油脂の付着が約1,600件と最も多く、取付管関連では

樹木根侵入が約2,400件と最も多かった。油脂の付着

等の外的要因による管路閉塞を未然に防止する上で

は、定期的な点検や清掃といった維持管理の他、下

水道使用者への適切な使用に関する周知も必要であ

ると考えられる。樹木根侵入については、本管関連、

取付管関連ともに、VU管よりもHP管及びCP管での発

生割合が大きくなっており、要因としてはVU管に比

べて継手部の隙間が大きく、管内への樹木根侵入を

容易にしていることが想定されるため、管種や樹木

根の伸長範囲を考慮して、点検の優先順位を検討す

ることが有効であると考えられる。 

 

図 管種別・発生原因別の管路閉塞の発生件数 

３．今後の取組 

今後は、下水道管路の異常発生傾向やリスクの発

生傾向に関するこれまでの知見とともに、省力化・

低コスト化に資する点検調査技術の技術開発動向も

踏まえ、管路の条件に応じた点検調査の頻度や方法

を検討する予定である。 
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